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市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業 募集要項 

 

 

市川市（以下「市」という。）は、市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業（以下「本事業」と

いう。）を、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11

年 法律第 117 号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づく事業（以下「ＰＦＩ事業」という。）

として実施する。 

 

応募者は、本事業を実施するにあたって市が定めた「市川市立第七中学校校舎建設等事業

の提案募集にあたっての条件」（以下「提案募集にあたっての条件」という。）を遵守し、

事業提案書類の提出をもって、本「募集要項」及び「募集要項」の添付書類の記載内容を承

諾したものとみなす。 

 

本「募集要項」に添付する要求水準書、要求水準書様式集、要求水準書参考資料集、条件

規定書は本「募集要項」と一体をなすものである。 

なお、本「募集要項」と実施方針に相違がある場合には、本「募集要項」を優先するもの

とする。 
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I 事業概要 

 

 

１ 事業名称 

 

「市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業」 

 

２ 公共施設等の管理者等の名称 

 

市川市長 千葉光行 

 

３ 対象となる事業の概要 

 

市は、市川市末広１丁目１番９の市川市立第七中学校（敷地面積：２３，５１８ ㎡）

の校舎のうちＡ棟並びに給食室を建替え、余裕容積を有効活用して公会堂、保育所、ケ

アハウス注、デイサービスセンターを新設した複合施設を１棟の建物として整備する市

川市立第七中学校校舎建設等事業を実施することとした。整備に際しては２つの事業部

分に区切り、それぞれＰＦＩ手法を活用して施設整備及び維持管理並びに運営を行う事

業とした(別紙１)。平成１４年６月１２日公表の実施方針に基づき、同年７月４日にＰ

ＦＩ法第6条の規定による「特定事業」としての選定・公表を行った。 

このうち本事業は中学校の校舎及び給食室建替えに伴う余裕容積を活用して、ケアハ

ウス並びにデイサービスセンターを整備する事業である（以下「本事業」という。）。 

注：ここに示すケアハウスとは、全室個室化したグループケアユニットに分かれた構造を原

則とし、介護保険法に基づく「特定施設入所者生活介護」の指定を受け、特別養護老人

ホームと同等の介護サービスを提供するものとする。 

 

４ 本事業の目的 

 

市では、生徒の教育環境を良好に保つため、昭和３８年建設の市川市立第七中学校Ａ

棟を、安全性の高い耐震性に優れた校舎に建替え、同時に調理環境向上を目的に給食室

の建替えを行うことにした。 

そして建替えによる余裕容積を活かしてその敷地に公会堂、保育所、ケアハウス、デ

イサービスセンターを併せて整備し、地域コミュニティーの拠点とすることにより、中

学校の教育環境上の相乗効果を期待するものである。 

公会堂は、行徳地区の市民からのニーズが高く、同地域に不足している集会施設とし

て整備が望まれているものであり、ケアハウス、デイサービスセンターは、市川市老人

福祉計画で行徳地区において重点的に整備が求められている施設である。さらに、行徳

地区は市内でも待機児童が多い地域であることから、この解消のために保育所も併せて

整備するものである。 

 本事業は、市立第七中学校において、新時代の教育に対応できる中学校づくりを基本
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とし、①各教室を有機的に結びつけ、多岐にわたる学習活動や学習形態に対応すること、

②生涯学習施設として地域に開放することを目指す。また、高齢者及び児童福祉施設は、

少子高齢化、核家族化が進む地域にあって多世代が生活し交流する拠点として整備し、

今は忘れかけられている「ふれあい・交流」を、新しい発想のもと、新しい組み合わせ

と運営の創意工夫により創造することを目指す。 

これらの目的を達成するため、市川市立第七中学校校舎建設等事業を実施し、そのう

ち本事業は、ケアハウス並びにデイサービスセンターの新設及び運営を対象とする。 

市は本事業で整備されたケアハウス並びにデイサービスセンターを事業者に貸与す

る。 

 

５ 施設の立地条件等 

 

（１） 施設の立地条件 

① 建設予定地：市川市末広１丁目１番９ 

② 敷地面積：２３，５１８ ㎡（中学校・給食室・公会堂・保育所の各施設

を含む。） 

③ 地域地区等：用途地域 第一種住居地域 

高さ制限 第２種高度地区 

建ぺい率６０％、容積率 ２００％ 

日影規制４ 時間（５ｍ）、２．５ 時間（10ｍ）、Ｈ＝４ｍ 

 

（２） 施設等の基本概念 

市川市立第七中学校校舎建設等事業の施設は、中学校校舎Ａ棟並びに給食室を

建替え、校舎、給食室、公会堂、保育所並びにケアハウス、デイサービスセンタ

ーを１棟の建物として整備することにより、市川市立第七中学校校舎建設等事業

の基本コンセプト（別紙２）を実現するものである。 

本事業の対象施設はケアハウス並びにデイサービスセンターである。 

ケアハウスは、全室個室でユニットケアを採用し、特別養護老人ホーム同様の施

設サービスが可能であり、原則として要介護１から入所できる施設である。即ち、

比較的要介護度の低い高齢者も利用できる施設として位置づけ、多様な介護度に対

応できる体制の整備を図る。デイサービスセンターは、施設への送迎、食事・入浴

サービスをはじめとする高齢者介護の通所施設である。地域の高齢者福祉の充実を

図る施設として位置づけ、施設利用者（高齢者とその家族）の要望に応じて介護サ

ービスを提供できる体制の整備を図る。 

また、幼児、生徒、高齢者と地域住民とのふれあい・交流の機会を施設の運営を

通じて提供し、共育、共住、共生による、ふれあい・交流を実現する。 

 

（３） 施設内容 

 

定員５０名のケアハウス、定員２５名のデイサービスセンターとし、施設構成、規模
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並びに運営・維持管理に要望する事項は要求水準書で明示する。 

 

６ 事業方式 

 

本事業の事業方式は、市川市立第七中学校校舎建設等事業の概要（別紙１）にあると

おり、ＢＴＯ(Build-Transfer-Operate)方式とする。 

本事業を実施する事業者（以下「事業者」という。）は、事業の実施に必要な資金の

確保を自ら行なった上で、市の要求水準を満たすケアハウス並びにデイサービスセンタ

ーの設計及び建設を行う。竣工後は、市が建物を所有し、事業者へ賃貸借し、ケアハウ

ス並びにデイサービスセンターの運営と建物・設備等の維持管理業務を実施する。 

 

【市と事業者との役割分担】  

 

７ 事業期間 

 

本事業の事業期間は、契約締結日の翌日を始期とし、施設・設備等の市への所有権移

転並びに供用開始した年度の翌年度４月１日より１５年を経過した日までの期間とす

る。事業期間終了後、引き続いて事業を継続しようとするときは、事業期間の満了の１

年前までに、市と事業者との協議により継続できる。 

 

８ 事業範囲 

 

PFI事業名
市川市ケアハウス整備等
ＰＦＩ事業

対象施設
ケアハウス並びに
デイサービスセンター

設計・建設 事業者

建設資金調達 事業者

所有 市川市

事業者への
施設整備費支払

一括

運営 事業者

市への賃借料支払 事業者

維持管理 事業者

契約
特定事業契約

（施設整備契約／賃貸借契約）
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ア 施設の設計、建設 

① ケアハウス並びにデイサービスセンターの企画・設計・建設業務（什器備

品の整備を含む。） 

② 工事監理業務 

③ 周辺影響調査 

④ 電波障害対策 

⑤ 開発許可、建築確認等の手続業務及び関連業務 

イ 施設等の所有権移転業務 

事業者は、各施設の竣工後直ちに、施設及び設備等の所有権を市に移転する。 

ウ 運営 

本事業で整備されたケアハウス並びにデイサービスセンター施設については、

市は事業者と施設の賃貸借契約を締結する。  
同施設の運営については、事業者の創意工夫による質の高いサービスを提供

すること並びに施設運営において、高齢者と子どものふれあい・交流を実現す

る。  
エ 施設の維持管理保守業務 

① 建物保守管理（機能維持のための日常修繕を含む。）＊１ 

② 設備保守管理（機能維持のための日常修繕を含む。）＊１ 

③ 清掃業務  

④ 保安警備業務 

⑤ 環境衛生管理業務 

*1 「機能維持のための日常修繕」以外の修繕の取扱は特定事業契

約で明確にする。 

 

事業範囲の詳細は要求水準書に明示する。 

 

９ 事業者の賃借料の支払 

 

事業者は、運営業務を行う上で、市より施設を賃借するにあたり、賃借料を市に支

払うものとする。 

 

（１） ケアハウス 

事業者は、次の計算方法により算出された賃借料を、算定基準額として市に支

払う。市は、当該事業年度の翌年度に、事業者に対し、当該年度の賃借料を年ベ

ースで請求する。 

なお、入居者１人が負担する管理費の上限金額は、平均入居率９５％で、５万

円／月とする。 

 

＜計算方式＞ 

① ケアハウス入居者より管理費として回収する元本を、市が買取ったケアハウ
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スの総事業費より補助金を差し引き、ケアハウス整備のための起債利息総額

(元金部分を除く。)を加えた額とする。 

② 補助金は補助金単価(7,097千円/人)に定員（50名）を掛けて算出した額に、

非常通報装置並びに感染予防対策設備の補助金471千円を加えた額とする。 

③ 年間賃借料は、元本を20年間で均等償還するとした金額の1年分とする。 

④ なお、敷地の賃借料は無償とする。事業者は建物の賃貸借に付随する限度で

敷地を使用することができる。 

 

（２） デイサービスセンター 

事業者は、デイサービスセンターの運営業務を行う上で、市より施設を賃借する

にあたり、次の計算方式による賃借料を市に支払うものとする。 

 

＜計算方式＞ 

① デイサービスセンター事業者より賃借料として回収する元本を市が買取っ

たデイサービスセンターの総事業費とする。補助金並びに起債は見込まない。 

② 年間賃借料は、デイサービスセンターの総事業費を20年間で均等償還すると

した時の金額の1年分とする。 

③ なお、敷地の賃借料は無償とする。事業者は建物の賃貸借に付随する限度で

敷地を使用することができる。 

 

１０ 事業者の収入と運営に係わる費用 

 

（１） 事業者の収入 

 

ア 市が支払う建物、設備及び什器備品等の代金 

事業者が実施する本事業に要する費用のうち施設等の設計・建設等にかかる

初期投資に相当する費用については、事業者の収入となる。 

イ 介護報酬 

介護保険制度に基づく介護報酬は、事業者の収入となる。 

ウ 施設利用者からの収入 

施設利用者からの利用料金(介護保険利用者負担金、ケアハウスの事務費負

担金、生活費負担金、その他利用料)は、事業者の収入となる。 

エ 事業者が独自に行う付加サービス収入 

市のケアハウス並びにデイサービスセンターに関する要求水準を上回るサ

ービスを実施する場合の付加サービスに対する入居者からの収入は、事業者の

収入となる。 

 

（２） 事業者の運営に係わる費用 

 

ア ケアハウスの運営に係わる費用については、介護報酬、利用料、事業者が事務
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費徴収額を減額した場合の「軽費老人ホーム事務費補助金」等により、事業者

の独立採算とする。 

イ デイサービスセンターの運営に係わる費用については、介護報酬、利用料によ

り、事業者の独立採算とする。 

ウ 維持管理保守費用の支払 

施設、設備等の維持管理及び保守にかかる費用は、事業者の支出となる。 

 

１１ 予想される責任及びリスクの分類・負担 

 

ア 基本的考え方 

ＰＦＩ事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することによ

り、より低廉で質の高いサ－ビスの提供を目指す。本施設の設計・建設・維持

管理の責任は原則として事業者が負うものとするが、市が責任を負うべき合理

的な理由がある事項については、別途事業者と協議の上、市が責任を負うこと

とする。  

イ 予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、原則として、予想されるリスク並びに市と事業者

の責任分担（別紙３）の表による。その負担等については、特定事業契約にお

いて明文化する。 

なお、現段階で分担が決定されていないものについては、別途協議を行った

上で特定事業契約において明文化する。 

 

１２ 事業日程（予定） 

 

平成14年7月 特定事業の選定・公表、募集要項の公表 

平成14年9月末 提案書等の受付 

平成14年10月中～下旬 審査結果通知・公表、優先交渉権者の決定・公表 

平成14年11月 基本協定の締結 

平成15年2月 仮特定事業契約の締結 

平成15年2月 契約議案の議会への提出・承認 

平成15年3月 特定事業契約締結 

平成15年3月から 

平成16年12月まで 

施設の設計及び建設 

 

平成17年1月 施設の所有権移転 

平成17年1月 ケアハウス、デイサービスセンターの供用開始 

平成17年1月から 

平成32年3月まで 

施設の運営並びに維持管理保守 
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II 事業の条件  
 

 

１ 市の施設整備費の支払 

 

施設等の設計・建設並びに什器備品等にかかる初期投資に相当する費用は、市への譲

渡・所有権移転後、平成16年度中に事業者へ一括して支払うものとする。 
 

２ 補助金並びに起債 

 

市は、施設整備にあたりＰＦＩ基本方針の四の１（１）項にある「財政上の支援につ

いては、本来公共施設等の管理者等が受けることができる支援の範囲内で、民間の選定

事業者が受けられるように配慮すること。」を遵守し、民間の資金及び各種ノウハウ活

用とともに、国等の支援措置を活用することとした。  
 

３ 保険 

 

事業者は次の保険に加入することとする。 

 

ア 建設工事保険 

事業者は、本施設の建設期間中、建設工事保険に加入する。付保額は再調達価

格に相当する額とする。 

イ 火災保険 

事業者は、事業の運営に必要な、事業者の所有する設備等を対象とした火災保

険に加入する。付保額は再調達価格とする。 

なお、市は、市所有部分に対する火災保険を付保する。 

ウ 第三者賠償責任保険 

事業者は、本事業の事業期間において、第三者賠償責任保険に加入するもの

とする。保険内容は応募者が提案するものとする。 

エ その他の保険 

応募者は、その他必要と考えられる保険を提案することができる。 

 

４ 契約保証金 

 

市は、事業者に対し、本事業に係わる契約保証金を免除する。 

 

５ 法令等の遵守 

 

本事業を実施するにあたっては、関連する法令等を遵守すること。 

（ア） 老人福祉法（昭和38年法律第133号） 
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（イ） 社会福祉法（昭和26年法律第45号） 

（ウ） 介護保険法（平成9年法律第123号） 

（エ） 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

（オ） 都市計画法（昭和43年法律第100号） 

（カ） 建築基準法（昭和25年法律第201号） 

（キ） 道路法（昭和27年法律第180号） 

（ク） 消防法（昭和23年法律第186号） 

（ケ） 高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する

法律（平成6年法律第44号） 

（コ） 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号） 

（サ） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

（シ） 騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 

（ス） 振動規制法（昭和61年法律第64号） 

（セ） 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

（ソ） 電気事業法（昭和39年法律第170号） 

（タ） 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号） 

（チ） 国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（平成 12 年法律第 100 号） 

（ツ） 千葉県建築基準法施行条例 

（テ） 千葉県福祉のまちづくり条例 

（ト） 市川市環境基本条例 

（ナ） 市川市環境保全条例 

（ニ） 市川市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例 

（ヌ） 市川市宅地開発事業の施行における事前協議の手続及び公共施設等の整備

に関する基準等を定める条例 

（ネ） 市川市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例 

（ノ） 市川市火災予防条例 

（ハ） 市川市地階の建築の関する指導要綱 

（ヒ） 市川市ワンルーム形式共同住宅・中高層建築物の建築に関する指導要綱 

（フ） その他関係法令及び条例等  
 

 



9 

III  市による事業の実施状況の監視  

 

 

市は、設計・施工及び維持管理の実施状況を確認・監視することができる。 

また、市は、事業者が特定事業契約で定める仕様又は条件に違反した場合は、事業者に

対して改善措置を求めることができるものとする。報告及び改善措置の方法、内容等につ

いては、要求水準書並びに条件規定書で明示し、最終的には、特定事業契約で定める。 

 

１ 設計・施工 

 

ア 基本設計時 

事業者は、適時状況の確認を受けるとともに、提出した工程表に基づき基本

設計完了時に指定された図書を市に提出し、市はこれらの内容の確認を行う。  

イ 実施設計時 

事業者は、市から適時状況の確認を受けるとともに、提出した工程表に基づ

き実施設計完了時に指定された図書を市に提出し、市はこれらの内容の確認を行

う。  

ウ 工事施工時 

事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行い、市

から適時工事施工、工事監理の状況の確認を受ける。また、市が要請したときは

工事施工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状況の確認を行う。  

エ 完成時 

事業者は、施工記録を用意して、現場で市の確認を受ける。  

 

（２）運営並びに維持管理 

 

市は、事業者が提供するサービスの内容の確認及び事業者の財務状況を把握するた

め、事業者に対して適時業務の実施状況や財務状況の報告等を求めることができるも

のとする。 

また、市は、事業者が特定事業契約で定める仕様又は条件に違反した場合は、事業

者に対して改善措置を求めることができる。 
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IV 事業者の募集及び選定の手順 

 

 

１ 募集及び選定方法 

 

本事業は、民間事業者が募集要項に規定する事業参画に足る資格を有しており、かつ

民間事業者の提案内容が、技術的観点から市川市が要求する性能要件を満足することが

見込める提案内容であることを前提として、公募型プロポーザル方式によって民間事業

者を選定する。 

 

 

２ 募集及び選定の手順 

 

(１) 募集及び選定の日程（予定） 

 

平成14年7月 4日（木) 特定事業の選定・公表 

平成14年7月 4日（木）～7月10日(水） 募集要項の配布 

平成14年7月 8日（月） 説明会並びに現場説明会 

平成14年7月 9日（火）～7月15日(月） 募集要項に関する質問受付 

平成14年7月22日（月） 質問回答書配付 

平成14年7月29日（月）～8月 2日(金） 参加表明書及び資格審査申請書類の受付 

平成14年8月 5日（月） 参加表明企業名の公表 

平成14年8月 7日（水） 資格審査結果の通知 

平成14年8月 9日（金) 提案要請書の送付 

平成14年9月30日（月） 提案書等の受付 

平成14年10月 2日(水） 提案書提出企業名の公表 

平成14年10月 8日(火)～10月11日（金） 提案書に関するヒアリング、審査 

平成14年10月中旬～下旬 審査結果通知、結果の公表 

優先交渉権者の決定及び公表 

 

(２) 要求する性能及びサービス水準 

 

市は、本事業に対する提案を求めるにあたり、市が要求する水準・仕様について

は本募集要項並びに要求水準書等で提示する。市からの要求事項は、ＰＦＩ事業の趣

旨に鑑み本事業の目標を達成するに必要な最低限度に留めるものとする。 

市は、民間事業者より、募集要項、要求水準書、条件規定書等に基づく諸条件に

沿った、民間事業者が有するノウハウ、資金、経営能力等を十分に活用した本施設の

設計、施工、資金調達並びに維持管理、運営に関する提案を求める。 
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(３) 応募者の資格等 

 

ア 応募者の構成等 

プロポーザルに参加する民間事業者（以下「応募者」という。）の構成等は次

のとおりとする。 

（ア） 市は市川市立第七中学校校舎建設等事業を、本事業と市川市立第七中学校

校舎・給食室・公会堂整備等並びに保育所整備ＰＦＩ事業の２つに区切り、

複数の公共施設等を合築で効率的に施設整備することとした。応募者は２つ

のＰＦＩ事業の応募者グループで構成するコンソーシアムを組成して応募す

る。応募者は同一コンソーシアム内の構成員となることはできるが、他のコ

ンソーシアムの構成員になることはできない。 

（イ） ケアハウス並びにデイサービスセンターの施設整備・譲渡・施設の賃貸

借・運営・維持管理事業を実施する本事業の応募者は株式会社、ＮＰＯ法

人、医療法人、社会福祉法人等により構成されるグループとし、代表者（事

業者）は高齢者介護サービス事業の運営実績を有する介護事業者であるこ

と。確実な事業の遂行と費用の適正化が図られると判断される場合には単

体の法人による応募を可能とする。 

（ウ） 構成員には、建設業法（昭和24年法律第100 号）第3条の規定により建築

一式工事につき特定建設業の許可を受けた者、並びに建築士法（昭和25年法

律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っている設計

企業を含むこと。 

（エ） 参加表明書により参加の意思を表明した応募者の構成員の変更は認めな

い。但し、やむを得ない事情が生じた場合は、市と協議を行う。 

（オ） 事業の独立性を確保するため、事業部門の区分経理を実施するなど、本事

業の独立性を確保できる体制を構成員は措置すること。 

イ 応募者の資格要件 

（ア） 株式会社の場合には、直前期末の決算（連結決算を行なっている場合には、

連結決算）において純資産及び税引前利益が次のとおりであること、又は国

内の証券取引所(東京、大阪、名古屋、札幌、福岡)のうちいずれか(東京、大

阪及び名古屋証券取引所に上場している場合には、１部又は２部に限る。）

に上場していること。 

① 純資産は、直前期末で３億円以上かつ連結決算の場合には許可申請を

行なった法人単体で債務超過していないこと 

② 税引前利益は、最近１年間において１億円以上であること。 

注：許可申請を行なった株式会社に親会社(当該許可申請を行なった株式

会社の発行済み株式総数の過半数を所有していること。）がある場合に

は、連結財務諸表に関する関係法令に従って適正に財務計算に関する書

類が作成されているときに限り、当該親会社における連結決算が上記基

準を満たしていることで足りる。 

（イ） 医療法人その他の非営利法人の場合には、それぞれの法人類型に対応して
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策定されている会計基準に基づき適正に会計処理が行なわれていること、又

は外部監査を受けていること、若しくは青色申告法人と同等の記帳及び帳簿

書類の保存が行なわれていること、並びに１億円以上に相当する資産（現金、

預金、確実な有価証券又は不動産に限る。）を基本財産として有しているこ

と。 

ウ 構成員の制限 

次に該当する者は、応募者の構成員になれない。 

（ア） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。 

（イ） 参加資格確認基準日において市の指名停止措置を受けている者。 

（ウ） 最近１年間の法人税、事業税、消費税、市川市税を滞納している者。 

（エ） 下記の各法律の各規定による各申立てがなされている者。 

① 商法第３８１条の規定による整理開始の申立て若しくは通告 

② 破産法第１３２条若しくは第１３３条の規定による破産の申立て 

③ 旧和議法第１２条の規定による和議開始の申立て 

④ 会社更生法第３０条の規定による更生手続開始の申立て 

⑤ 民事再生法第２１条の規定による再生手続開始の申立て 

（オ） 本事業にかかるアドバイザー業務に関与した者及びこの者と親会社・子会

社の関係にある者。なお、本事業にかかるアドバイザーは次のとおりである。 

・ 日本経営システム株式会社 

・ 東京青山・青木法律事務所 

・ 株式会社石本建築事務所 

（カ） 本事業の民間事業者選定審査会委員 

エ 参加資格確認基準日 

参加資格確認基準日は、平成１４年７月４日とする。 

但し、優先交渉権者（またはこの者と協議が整わない場合は次点交渉権者）に

ついては、特定事業契約締結前までに上記参加資格要件を欠くような事態が生じ

た場合には失格とする。 

 

(４) 提案審査及び事業者の選定に関する事項 

 

ア 優先交渉権者選定の手順 

事業者は次頁の審査手順に基づいて選定する。 

（ア） 資格審査 

事業提案をしようとする者は参加表明書並びに資格確認書類を市に提出し、

市は、募集要項に定める応募者の資格及び制限の要件を満たしていることを

確認する。 

資格確認結果は市より事業者に通知する。併せて、資格が確認された場合

は、提案要請書を送付する。 

市は、事業提案書類を受付後、コンソーシアム単位に提案価格を合計し、

ＰＳＣを下回っていることを確認する。提案価格合計がＰＳＣを上回るコン
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ソーシアムの事業提案書は失格とする。 

（イ） 事業提案審査 

事業提案審査は後述の審査会が行な

う。施設内容･業務提案並びに事業計画

提案に関する審査を事業提案審査基準

（別紙４）に照らして審査し、審査会

はその結果を市に報告する。 

（ウ） 審査結果の整理等 

市川市立第七中学校校舎建設等事業

を構成する２つのＰＦＩ事業の各々の

審査結果を、市はコンソーシアム毎に

整理し、総合評価を行った上で最優秀

提案を行ったコンソーシアムを優先交

渉権者として選定する。 

イ 審査会の設置 

事業提案の審査は、透明性及び公平性

を確保することを目的として設置した、

学識経験者等の外部委員により構成され

る市川市立第七中学校校舎建設等事業に

係る民間事業者選定審査会(以下「審査

会」という。)において行う。審査会の設

置要綱は別紙５、審査会委員名簿は別紙

６のとおり。 

ウ 審査会による審査内容 

事業提案に係る審査を別紙４の事業

提案審査基準で行なう。審査会は、応

募者の提案を事業提案審査基準の一つひとつの項目で評価し、応募者の定性評

価点を集計し、市に報告する。審査会は価格要素以外の定性評価を中心に審査

する。 

エ 市による審査結果の整理等 

市は、次の手順により総合評価を実施する。 

（ア） 市川市立第七中学校校舎建設等事業を構成する２つのＰＦＩ事業提案に

対する審査会による審査結果を、市の内部で組織する市川市立第七中学校校

舎建設等事業検討委員会（以下「委員会」という。）がコンソーシアム毎に集

計・整理し、各コンソーシアムの定性評価総合点を算出する。委員会の設置

要領は別紙７のとおり。  
（イ） 委員会は、定性評価点が上位から３位までを選抜する。選抜されたコンソ

ーシアムの定性評価点を本事業の提案価格 (現在価値 )で除したコストパフォ
ーマンス得点を算出し、これを最終評価点とする。最終評価点の最上位を最

優秀、2 位を次点とする。  

市

審査会

市

参加表明書・資格確認書類受
付

資格審査

提案要請の通知

事業提案書類の受付

最優秀提案の選定

審査結果の公表

事業提案審査
（施設・業務内容、事業計画

等）

評価

市への審査結果の報告

審査結果の整理等
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オ 事業者の選定 

市による総合評価で最優秀提案として選定された提案書を提出した応募者コ

ンソーシアムを優先交渉権者とし、市は優先交渉権者と協議を行う。協議が整っ

た場合は、市はその者と特定事業契約を締結する。優先交渉権者との協議が整わ

ない場合は、市は、次点交渉権者と協議を行う。 

カ 審査結果の公表 

審査結果は、これを公表する。 

キ 特定事業選定の取消し 

応募者がいない場合、審査結果により全ての提案が市の目的を達成できない

と判断した場合は優先交渉権者並びに次点交渉権者の決定を行なわず、特定事

業の選定を取り消すことがある 

 

(５) 応募にあたっての留意点 

 

ア 募集要項の承諾 

応募者は、事業提案書類の提出をもって、本「募集要項」及び「募集要項」の

添付書類並びに「提案募集にあたっての条件」の記載内容を承諾したとみなす。 

イ 費用の負担 

応募に要する費用は、応募者の負担とする。 

ウ 提供した資料の取り扱い 

市が提供した資料は、応募に係わる検討以外の目的で使用することを禁ずる。

また、この検討の範囲内であっても、市の承諾を得ることなく、第三者に対しこ

れを使用させ、または内容を提示することはできないものとする。 

エ 提出書類の変更の禁止 

市に、提出された書類の提出期限以降における差し替え並びに再提出は認め

ない。但し疑義等があり市が補正を求めた場合はこの限りでない。 

オ 応募の無効に関する条項 

(ア) 提出書類に虚偽を記載した場合 

(イ) なお、虚偽を記載した者について、市は所用の措置を講じることができる。 

(ウ) 手形・小切手の不渡りにより参加表明書提出時から事業契約締結までに銀

行取引停止となっているグループ構成員を含む応募者が行った提案 

(エ) 参加表明書に記載された応募者グループの代表者以外の者が行った提案 

(オ) 記名押印のない提案書類による提案、または提案事項を明示しない提案、

提案事項を記載していない提案 

(カ) 同一事項に対し、２通以上の書類が提出された提案 

(キ) 審査会の委員に個別に働きかけるなど審査の公正に影響を与えるおそれの

ある行為を行った応募者の提案 

(ク) その他募集に関する条件に違反するなど市の指示事項に従わない提案 

カ 提出書類の取り扱い 

提出された書類は返却をしない。 
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提出された書類は、本事業に係わる提案審査の実施に関する報告等のため必

要な場合を除き、応募者の許可を得なければ公表しない。 

キ 著作権 

提出書類に含まれる著作物の著作権は応募者に帰属するものとし、市に帰属し

ないが、公表、展示、その他市がこの事業に関し必要と認める用途に用いる場合

は、市は、これを無償で使用することができるものとする。 

ク 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっている工事材料、施工方法、維持

管理方法等を使用したことに起因する責任は、提案を行った応募者が負う。 

ケ その他 

この「募集要項」に定める事項のほか、応募に際し必要な事項が生じた場合

には、応募者に通知をする。 

 

３ 応募の手続 

 

（１） 募集要項等の配布 

 

期間 平成 14 年 7 月 4 日(木)から 10 日(水)まで 

 （土曜、日曜を除く） 

時間 午前 9 時から午後 5 時まで 

場所 市川市企画部企画政策課 

配布物 提案募集にあたっての条件、募集要項、要求水準書、 

 要求水準書様式集、要求水準書参考資料集、条件規定書 

 

（２） 募集要項等の説明会 

 

日時、場所等は別紙８のとおり。 

 

（３） 質問及び回答 

 

提案募集にあたっての条件、本募集要項、要求水準書、要求水準書様式集、要

求水準書参考資料集、条件規定書に関する質問及び回答は次のとおりとする。 

 

ア 質問の方法 

質問の内容を、グループ代表者がとりまとめて整理した上で、質問書（様式集

「Ⅰ 意見・質問、説明会参加」）に記入の上、電子メールの添付ファイル、郵送

または持参により提出すること（ファイル形式は Microsoft Word を使用すること

とし、郵送又は持参による場合は、質問書の内容を記録したフロッピーディスク

を併せて提出すること）。 
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イ 質問の受付 

期間 平成 14 年 7 月 9 日(火)から 15 日(月)まで 

 （土曜、日曜を除く） 

時間 午前 9 時から午後 5 時まで 

受付先 郵便番号 272-8501 

 千葉県市川市八幡１丁目１番１号 

 市川市企画部企画政策課ＰＦＩ担当 

  メールアドレス  kikaku@city.ichikawa.chiba.jp 

ウ 質問の回答 

質問に対する回答は、次の日時並びに場所において回答書を配布することによ

り行う。回答書は市のホームページでも公開する。 

日時 平成 14 年 7 月 22 日(月) 午前 9 時から午後 5 時まで 

場所 市川市企画部企画政策課 

 

（４） 参加表明書並びに資格審査申請書等の提出 

 

本事業への応募を希望する民間事業者は、Ⅳの２（３）項に規定する応募資格

を有することを確認するため、様式集のⅡ項に規定する参加表明・資格確認申請

の各種資料（以下「資格審査申請書等」という。）を市に提出し、市は応募資格

の有無について確認をする。 

 

受付期間 平成 14 年 7 月 29 日(月)から 8 月 2 日(金)まで 

時間 午前 9 時から午後 5 時まで 

提出場所 市川市企画部企画政策課 

提出書類 様式集のⅡ項に規定する資格審査申請書等 

提出部数 正１部、副２部 

提出方法 持参又は郵送によるものとする。郵送の場合は期間内必着と 

する。なお、ファクシミリ、電子メールによるものは受け付

けない。 

 

（５） 資格審査の結果通知 

 

① 資格審査の結果は、平成 14 年 8 月 7 日(水)までに応募者の代表者に書面で

通知する。 

② 資格審査において応募基準を満たす旨の確認を受けた応募者には、提案要

請書を送付する。資格審査において応募資格を満たす旨の確認を受けた後

であっても、優先交渉権者あるいは次点交渉権者決定までの間に、応募者

を構成する構成員が、Ⅳの２（３）項に規定する応募資格を欠くことにな

った場合は、応募者は提案書等を提出することができないものとする。但

し、応募者との協議の結果、市が構成員の変更をやむを得ないと認めた場
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合は、この限りではない。 

③ 応募者が、優先交渉権者あるいは次点交渉権者として選定された場合も、

特定事業契約の締結に至るまでの間に、応募者を構成する構成員がⅣの２

（３）項に規定する応募資格を欠くことになった場合は、応募者は、優先

交渉権者あるいは次点交渉権者の地位を失うものとする。 

 

（６） 提案書等の受付 

 

応募者は、様式集のⅣ項に規定する提案書類を、次のとおり提出すること。 

 

受付日時 平成 14 年 9 月 30 日(月) 午前 9 時から午後 5 時まで 

提出場所 市川市企画部企画政策課 

提出書類 様式集のⅣ項に規定する提案書類 

提出部数 正１部、副 10 部、及び提案書類を記録したＣＤ－Ｒ １枚 

提出方法 持参又は郵送によるものとする。郵送の場合は期間内必着と 

する。なお、ファクシミリ、電子メールによるものは受け付

けない。 

提出書類のうち様式名の末尾に（Excel 様式）と記載されて

いる様式は、各様式の記載内容をそれぞれ別のフロッピーデ

ィスクに記録して提出すること。 

作成要領 提出書類においては、応募者が特定 

 できるような名称、ロゴマーク等の使用はしないこと。  

 

（７） 提案審査の結果の通知 

 

提案審査の結果は、平成 14 年 10 月下旬までに応募者の代表者に書面で通知す

る。 

 

（８） 応募の概況等の公表 

 

応募の概況、審査結果の概要、優先交渉権者及び次点交渉権者、これらに係わ

る提案内容の概要等については、適宜公表するものとする。 
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V 契約に関する事項 

 

 

１ 契約の枠組み 

 

本事業の、市と事業者とが締結する契約等の枠組みは次のとおりである。 

 

２ 基本協定書  
 
市と優先交渉権者を当事者とし、主な内容は次にあるとおり、優先交渉権者としての

決定を確認し、特定事業契約までの手続を明らかにする。  
 
① 優先交渉権者は、市との仮契約締結までに、本事業の実施主体者（代表者）

を定める。  
② 市は、特定事業契約に先立ち、地方自治法第 214 条に基づく債務負担行為
の設定について議決を得るとともに、特定事業契約締結に関し、議会の十分

な理解を得るものとする。  
③ 特定事業契約の契約当事者は、市と事業者（代表者）とする。  

 
３ 特定事業契約並びに仮契約  
 
市と事業者を当事者とし、次にあるとおり、施設整備契約と賃貸借契約で構成される。

詳細は、条件規定書で明示する。  
 
ア 施設整備契約  
事業者が行なう、施設、設備等の企画・設計、建設等の施設整備に係わる事項

を定める。本契約書には、事業者から市への施設・設備の引渡方法、並びに市の

時    点 予定年月

優先交渉権者決定後 平成14年11月頃 基本協定書

市と事業者との交渉後 平成15年 2月頃 特定事業契約(仮契約） 施設整備契約

賃貸借契約

市議会承認後 平成15年 3月頃 特定事業契約 施設整備契約

賃貸借契約

契　　　　        約
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施設整備費用の支払方法を併せて定める。  
イ 賃貸借契約  
市が事業者にケアハウス並びにデイサービスセンターの建物・初度設備等の賃

貸借並びに市への賃借料の支払等を定め、併せて、事業者が実施する運営並びに

維持管理保守業務に係わる事項を定める。 

 

特定事業契約は、基本協定書に規定される条件が満たされた後、市と事業者は、仮契

約として締結する。正式の特定事業契約は、市の議会の承認を待って締結する。正式の

特定事業契約の締結は平成 15 年 3 月を予定している。 

特定事業契約は、契約締結日の翌日から発効し、施設等の所有権移転並びに供用開始

日の属する年度の翌年度 4 月 1 日より 15 年を経過した日までとする。 

事業者は、市の承諾がある場合を除き、特定事業契約上の地位及び権利義務を譲渡、

担保提供その他の方法により処分してはならない。  
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別紙１ 市川市立第七中学校校舎建設等事業の概要  
 
 
【市川市立第七中学校校舎建設等事業のスキーム図】  

複 合 施 設 

基
本
協
定 

 
 

市 

 
川 

 
市 

SPC(ＰＦＩ事業者) 

中学校 給食室  
 公会堂 保育所＊  

整備契約 

維持管理契約 

市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業  

市川市立第七中学校校舎・給食室・公会堂整備等並

びに保育所整備ＰＦＩ事業  

基
本
協
定 

ケアハウス  
(デイサービスセンター付帯) 
(ＰＦＩ事業者) 

整備契約  

賃貸借契約  

＊ 保育所の運営事業はＰＦＩ事業の対象外  
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別紙２ 市川市立第七中学校校舎建設等事業の基本コンセプト 

 

＜市川市立第七中学校校舎建設等事業の基本コンセプト＞  

 

¾ 事業目的 

●第七中学校のＡ棟建替を機に、人口密集地における公共用地の有効活用とい

う観点も織り込み、市民の要望と市の政策目標に合致した新たな施設の実現

を目指す。  

具体的な施設整備、運営に当たっては民間の技術、経営ノウハウ、資金を活

用し、公民のパートナーシップのもと、公共サービスの充実を図っていく。  

¾ 基本コンセプト 

●少子高齢化・核家族化の流れの中で、多世代が活動し交流できる拠点を整備

し、忘れかけられている「ふれあい・交流」を施設の組み合わせと運営の創

意工夫によって創造する。  

①校舎建替と合わせ、余裕容積を有効活用して、公会堂、ケアハウス、デイ

サービスセンター及び保育所などの施設を整備する。また、施設配置の工

夫により、ふれあい・交流空間を設ける。  

②地域の多世代に亘るふれあい・交流事業を推進します。中学生と高齢者、

幼児がともに活動する場の特性を活かし、運営面の創意工夫を通じて地域

住民も参加する多様な交流の機会づくりに努める。  

③このため、中学校における交流プログラムの作成に加え、民間事業者や地

域住民からも積極的な交流アイデアを募集する。  
 ・一人ひとりの存在を感じ、認識する場  
 ・多世代が互いに見る、話す、会食する、参加する、感動する場  
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別紙３ 予想されるリスク並びに市と事業者の責任分担 

負担者

段
階 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 
市 

事
業
者 

募集要項の誤り 募集要項の誤りによるもの ○  

本事業に直接影響を及ぼす法令等の変更 ○  法令の変更 

その他  ○

第三者賠償 調査・工事による騒音・振動・地盤沈下等による場合  ○

施設の設置に関する住民反対運動、訴訟 ○  住民問題 

調査・工事に関わる住民からのクレーム、反対運動、訴訟  ○

安全性の確保 設計・建設・維持管理における安全性の確保  ○

環境の保全 設計・建設・維持管理における環境の保全  ○

構成員のリスク 構成員の能力不足等による計画変更、遅延に伴うコストの増大  ○

金利 金利変動 ○ ○

支払遅延・不能 支払の遅延・不能によるもの ○  

瑕疵担保 隠れた瑕疵の担保責任  ○

不可抗力 天災・暴動等による維持管理の変更・中止・延期・工事費増大・

維持管理費増大 

○ △

市の指示、議会の不承認、ケアハウス並びにデイサービスセンタ

ー認可遅延によるもの 

○  

施設建設に必要な許可などの遅延によるもの △ ○

共 
 
 
 

通 

事業の中止・延期 

事業者の事業放棄、破綻によるもの  ○

物価 急激なインフレ・デフレ △ ○

測量・調査の誤り 市が実施した測量・調査部分（想定部分を除く。） ○  

市の提示条件・指示の不備、変更によるもの ○  

設計期間中の法制度の変更に係わるもの ○ △

設計変更 

 

事業者の指示・判断の不備によるもの  ○

施設設置そのものに関すること ○  環境アセス・公聴会等

による計画変更 事業者の提案内容に関すること  ○

設計監理 設計監理のミスによるもの  ○

応募コスト 落選時の応募コストの負担  ○

計
画
・
設
計
段
階 

資金調達 必要な資金の確保に関すること  ○

物価 急激なインフレ・デフレ △ ○

建設予定地の確保に関すること ○  用地の確保 

建設に要する資材置き場の確保に関すること  ○

市の提示条件・指示の不備、変更によるもの ○  設計変更 

事業者の指示・判断の不備によるもの  ○

市に起因する事由によるもの ○  

法制度の変更によるもの ○ △

工事遅延 

事業者に起因する事由によるもの  ○

市の指示による工事費の増大 ○  工事費増大 

事業者に起因する工事費の増大  ○

市に起因する事由によるもの ○  未完工 

事業者の責によるもの  ○

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む。）  ○

建 

設 

段 

階 

一般的損害 引き渡し前に工事目的物・材料・他関連工事に関して生じた損害  ○

（次頁に続く）
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負担者

段
階 

リスクの種類 リ ス ク の 内 容 
市 

事
業
者 

物価 維持管理費用の市場価格の変動 ○  

計画変更 用途の変更等、市の責による事業内容の変更 ○  

維持管理費の上昇 事業者に起因する維持管理費用の増大  ○

事業者の責めに帰すべき事故・火災による施設の損傷  ○施設損傷 

上記以外の要因による事故・火災による施設の損傷 ○  

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む。）  ○

維
持
管
理
関
連 

 仕様不適合による施設・設備への損害、学校等各施設運営への障

害 

 ○

需要リスク 利用者の減少に伴う施設運営の採算悪化  ○

利用者からの賠償責

任請求 

運営上の事故や施工中に発見できなかった瑕疵等による事故など

でもたらされる利用者からの損害賠償請求 

 ○

行政による仕様変更

要求 

運営期間中に政策・制度の変更や性能要件の水準変更に伴う改修

費用の発生 

○  

施設・設備・提供サー

ビスの陳腐化 

技術革新等に伴う施設・設備の陳腐化 ○  

法制度、規制の変更 施設・設備や運営手法に係わる法制度、規制の変更に伴う再投資、

サービスの停止 

△ ○

事故・火災等による物

的損害 

運営上のミスなどにより運営事業者の責に帰す事故・火災等によ

る損害の発生 

 ○

運 
 
 
 
 

営 

周辺住民からの賠償

責任の請求 

運営上の問題による周辺住民への損害発生等による損害賠償  ○

負担者：○主分担 △副分担 

同一項目欄に○が複数ついているものは、特定事業契約において定めるものとする。 

 



基礎点 加点 合計

3 4 7

① 事業コンセプト及び市
の施設整備方針の理解
と反映

・市が提示した事業コンセプトを的確に理解した施設整備・
運営・維持管理か 1 2 3

② 事業者提案の有無とそ
のアイデアの新規性、
有効性

・事業者は有効な提案を積極的に行なっているか
・「ふれあい・交流」に対する有効なアイデア、提案、工夫

2 2 4

4 1 5

① 事業の実施体制及び構
成員

・構成員間の協力体制
・本事業実施体制と担当者の運営実績と能力 2 0 2

② 提案価格及び利用者負
担額の妥当性

・ケアハウス入居者が負担する管理費水準の妥当性（周辺相
場を意識した設定か） 2 1 3

3 5 8

総合 ① 国庫補助金申請・受給
に向けた事務処理対応
（会計検査対応）

・複合施設整備において、補助施設毎の補助金申請・受給に
向けた事務処理体制か

1 1 2

ケアハウス ① ユニットケア・介護機
能に対応できる施設内
容・設備

・新型ケアハウスの要求水準を満たしているか
・デイサービスセンターとの効率的な運営が可能か

1 2 3

デイサービス
センター

① ケアハウスとの施設一
体的、効率的な施設内
容・動線

・通所者にとって好ましい施設内容と動線となっているか
1 2 3

2 2 4

ケアハウス ① 維持管理保守内容・方
法

・合理的、効率的な内容か
・施設・設備の定期点検保守が必要分計画されているか 1 1 2

デイサービス
センター

② 維持管理保守内容・方
法

・合理的、効率的な内容か
・施設・設備の定期点検保守が必要分計画されているか 1 1 2

8 8 16

ケアハウス ① 運営事業者の実績・能
力評価

・ケアハウス運営事業者としての適性と運営実績内容
1 1 2

② 運営理念と計画 ・利用者の立場を考慮した運営理念であるか
・経営的に無理の無い運営計画(要員・勤務体制等）である

1 1 2

③ 要介護者への対応方針 ・要介護度進行の予防を考慮した介護サービスの具体策があ
るか
・利用者の自立を目指したプログラムを設定しているか

1 2 3

④ 利用者サービスの能
力・提案内容

・利用者にとって快適なサービス提供の具体的な提案の有無
（例：メリハリある生活シナリオにのっとった福祉サービス
の提供）
・利用者のプライバシー配慮、権利保護を行なっているか

1 1 2

デイサービス
センター

① 運営事業者の実績・能
力評価

・デイサービスセンター運営事業者としての適性と運営実績
内容 1 1

② 運営理念と計画 ・利用者の立場を考慮した運営理念か
・経営的に無理の無い運営計画(要員・勤務体制等）か 1 1 2

③ 要介護者への対応方針 ・要介護度進行の予防を考慮した介護サービスの具体策があ
るか
・利用者の自立を目指したプログラムを設定しているか

1 1 2

④ 利用者サービスの能
力・提案内容

・利用者にとって快適なサービス提供の具体的な提案の有無
・利用者のプライバシー配慮、権利保護を行なっているか 1 1 2

合計 20 20 40

配点
基　本　尺　度

別紙４　事業提案審査基準

事業計画

運営内容

事業コンセプトへ
の合致・実現性

施設整備内容

維持管理保守内容

評　価　項　目

7



25 

別紙５ 市川市立第七中学校校舎建設等事業に係る民間事業者選定審査会設置要綱 

 

 （設置の趣旨） 

第 1 条 市川市は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成１１年法律第１１７号）に基づき市川市立第七中学校校舎建設等事業（「市川市立第

七中学校校舎・給食室・公会堂整備等並びに保育所整備ＰＦＩ事業」及び「市川市ケア

ハウス整備等ＰＦＩ事業」を実施する事業をいう。（以下「本事業」という。））を実

施するに当たり、本事業を実施しようとする民間事業者の提案を適正に審査するた

め、市川市立第七中学校校舎建設等事業に係る民間事業者選定審査会（以下「審査

会」という。）を設置する。 

 （任務） 

第２条 審査会は、ＰＦＩ事業者の選定に関する次に掲げる事務を行う。 

(1) 本事業に係る実施方針の検討、特定事業の選定、募集要項の検討及び市長への

報告等を行うこと。 

(2) 本事業を実施しようとする民間事業者の事業提案書類の審査等を行い、その結

果を市長に報告すること。 

 （組織） 

第３条 審査会は、学識経験のある者５人の委員をもって組織する。委員に欠員が生

じた場合、市長は新たに補欠の委員を委嘱するものとする。 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、平成１４年４月１９日から平成１５年３月３１日までとする。

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委員の責務） 

第５条 委員は、公正かつ公平に任務を行わなければならない。 

２ 委員は、直接間接を問わず、本事業に係る民間事業者の提案に参加してはならな

い。 

３ 委員は、任務の遂行上知り得た情報を公開してはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 

 （会長及び副会長） 

第６条 審査会に会長及び副会長各１名を置き、委員の中から互選する。 

２ 会長は、会務を統理し、審査会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 審査会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 審査会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 審査会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

４ 審査会は非公開とする。 

５ 審査会における審査の経過及び結果は、民間資金等の活用による公共施設等の整

備の促進に関する法律第８条の規定により、市長が事業者を選定した後に公表する。 

  但し、審査会が必要と認めた場合には自ら時期・公表事項を決定し、公表するこ

とを妨げない。 

６ 審査会は、事業者の選定過程に係る公正性、透明性を確保するため、審査会の議

事録を整備するものとする。 

 （事務） 

第８条 審査会の事務は、企画部企画政策課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、審査会の運営その他必要な事項は、会長が審
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査会に諮って定める。 

附  則 

１ この要綱は、平成１４年４月１５日から施行する。 

２ この要綱は、平成１５年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

  この要綱は、平成１４年６月１０日から施行する。 
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別紙６ 市川市立第七中学校校舎建設等事業に係る民間事業者選定審査会委

員名簿 
 

H14.4.15 現在  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎任期 平成１４年４月１９日から平成１５年３月３１日まで  
 

区 分     氏   名  現   職   等  

会長   鹿嶋 研之助  千葉商科大学商経学部助教授  

副会長   川岸 梅和  日本大学生産工学部建築工学科教授  

 榎本 守  
特定非営利活動法人  日本ＰＦＩ協
会事務局長  

 佐藤 順一  聖徳大学人文学部児童学科教授  

 三友 敬太  
社会福祉法人  福利厚生センター事
務局長  
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別紙７ 市川市立第七中学校校舎建設等事業検討委員会設置要領  
 
（設置）  
第１条 本市に、市川市立第七中学校校舎建設等事業（以下「事業」という。）を実施する

に当たり、ＰＦＩ事業方式の導入により校舎等の複合施設を効率的かつ効果的に建設す

るため、市川市立第七中学校校舎建設等事業検討委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。  
（任務）  
第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討等をする。  

(1) 事業の方針に関する事項  
 (2) 実施方針に関する事項  

(3)  特定事業の評価及び選定に関する事項  
 (4) 民間事業者の評価及び選定に関する事項並びに市長への報告  
 (5) 協定等の締結に関する事項  
 (6) その他事業の実施に関し市長が必要と認める事項  
（組織）  
第３条 委員会は、別表第１に掲げる職にある者をもって組織する。  
（委員長及び副委員長）  
第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。  
２ 委員長は浅野助役を、副委員長は尾藤助役をもって充てる。  
３ 委員長は、会務を統理し、委員会を代表する。  
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。  
（会議）  
第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、議長となる。  
２ 会議は、委員の３分の２以上の出席がなければ開くことができない。  
３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。  
（作業部会）  
第６条 委員会に、専門的事項を調査研究させるため、補助組織として作業部会を置く。  
２ 作業部会は、別表第２に掲げる職にある者をもって組織する。  
３ 作業部会は、調査研究の経過及び結果を委員会に報告するものとする。  
（事務）  
第７条 委員会の事務は、企画部企画政策課及び教育総務部教育施設課において処理する。 
附 則  

この要領は、平成１２年１２月１日から施行する。  
   附 則  
この要領は、平成１４年４月１日から施行する。  
   附 則  
 この要領は、平成１４年７月１日から施行する。  
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別表第１  
 (1) 助役  

(2) 保健福祉局長  
(3) 建設局長  
(4) 教育次長  
(5) 総務部長  
(6) 企画部長  
(7) 財政部長  
(8) 福祉部長  
(9) こども部長  
(10) 行徳支所長  
(11) 教育総務部長  
(12) 学校教育部長  
(13) 消防局長  
 
別表第２  
 (1) 保健福祉政策室長  

(2) 都市政策室長  
(3) 法務課長  
(4) 財政課長  
(5) 管財課長  
(6) 契約課長  
(7) 高齢者支援課長  
(8) 保育課長  
(9) 営繕課長  
(10) 行徳支所庶務課長  
(11) 企画調整課長  
(12) 防災課長  
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別紙８ 市川市立第七中学校校舎建設等事業に関する説明会の実施について  
 
 
市川市立第七中学校校舎建設等事業に関する説明会の実施について 

 
 
 市川市立第七中学校校舎建設等事業（「市川市立第七中学校校舎・給食室・公会堂整備等

並びに保育所整備ＰＦＩ事業」及び｢市川市ケアハウス整備等ＰＦＩ事業｣）に関する説明

会を次のとおり実施します。  
 

記  
 
１ 開催日時   平成１４年７月８日（月） 午後１時～３時３０分(予定) 
 
２ 開催場所   市川市立第七中学校  ２階  会議室  
        （営団地下鉄東西線行徳駅下車徒歩７分 市川市行徳支所隣）  
 
３ 説明内容   (1)  事業に関する説明（午後１時から２時）  

ア 事業の概要  
           イ 募集提案の留意点  

(2)  現場説明（午後２時１５分から午後３時３０分）  
    ※ 集合場所：市立第七中学校正門前（バイパス側）  

           ア 設計・建設の留意点  
          イ 予定箇所の案内等  
 
４ 参加人員   １企業につき２～３名程度  
 
５ 留意事項   (1)  説明内容に対する質疑は、要求水準書の内容に対する質疑として

扱いますので、要求水準書に定める手続きにより別途書面等で提

出してください。  
         (2)  会場設営の関係から、参加希望の企業は、７月８日（月）午前９

時までに市川市企画部企画政策課にメールでお知らせください。  
             届出事項；企業名、人数、連絡先（連絡先名、担当者名、電話

番号、メールアドレス）  
             e-mail；kikaku@city.ichikawa.chiba.jp    
         (3)  参加者は受付後、市職員の指示に従ってください。  
         (4)  当日は、車での来場はお断りします。   
         (5)  開催日時等を変更する場合は、市のホームページ等に掲載します。 
 




